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平成２５年度業務実績評価調書：鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

番号 中期計画 平成２５年度計画    

１ １．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 

（１）鉄道建設等業務 

機構は、鉄道建設業務に関する総合

的なマネジメントを行える我が国唯一

の公的な整備主体として、国民生活の

向上や経済社会の発展、地球環境にや

さしい交通ネットワークの構築に資す

る良質な鉄道を所定の工期内に安全に

かつ経済的に建設することを推進す

る。これらの実施に当たっては、環境

保全、都市計画との整合等鉄道建設に

関わる課題へ適切に対応するととも

に、技術力の向上、技術開発の推進と

公表、鉄道建設に係る総合的なコスト

構造改善、工事関係事故防止に係る啓

発活動を通じた鉄道建設の業務の質の

確保を図りつつ、整備新幹線整備事業、

都市鉄道利便増進事業、民鉄線及び受

託事業等における所要の業務を遂行す

る。 

 

① 整備新幹線整備事業 

１．国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

（１）鉄道建設等業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 整備新幹線整備事業 

 

  



 

建設中の新幹線の各線について、工事

完成予定時期を踏まえ、事業の着実な進

捗を図る。 

高速輸送体系の形成が国土の総合的

かつ普遍的開発に果たす役割の重要性

にかんがみ、新幹線鉄道による全国的

な鉄道網の整備を図り、もって国民経

済の発展及び国民生活領域の拡大並び

に地域の振興に資することを目的とし

て、事業の着実な進捗を図り、北陸新

幹線（長野・金沢間）は平成２６年度

末、北海道新幹線（新青森・新函館（仮

称）間）は平成２７年度末までに鉄道

施設を完成させる。北海道新幹線（新

函館（仮称）・札幌間）、北陸新幹線（金

沢・敦賀間）及び九州新幹線（武雄温

泉・長崎間）について、工事完成予定

時期を踏まえ、建設工事等の業務を着

実に推進する。また、整備新幹線の工

事の進捗状況については、ホームペー

ジ等で公表する。 

 

 

 

特に、北陸新幹線（長野・金沢間）に

ついては、平成２６年度末の完成に向け

て、軌道工事及び設備・電気工事等の進

捗を図るとともに、設備・電気に係る諸

試験及び各種設備監査等を実施する。北

海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）

については、平成２７年度末の完成に向

けて、路盤工事、軌道工事及び設備・電

気工事等を着実に推進する。 

また、整備新幹線の工事の進捗状況に

ついては、ホームページで公表する。 

  ② 都市鉄道利便増進事業等 ２ ② 都市鉄道利便増進事業等 

相鉄・ＪＲ直通線については、関係機

関との連携・調整及び用地取得を進める

とともに、西谷トンネルの掘削や羽沢駅

（仮称）の開削工事等の路盤工事を着実

に推進する。 

 機構が公的資金で鉄道を整備し、完

成後に保有、鉄道事業者は、受益に応

じた施設使用料にて営業する公設民営

の考え方に基づき実施する都市鉄道利

便増進事業の相鉄・ＪＲ直通線及び相

鉄・東急直通線は、完成予定時期を踏

まえ、公的整備主体として関係機関と

の連携・調整を図り、建設工事等の業

務を着実に推進する。 

相鉄・東急直通線については、測量等

を実施し、用地取得を進めるとともに、

本格的な工事着手に向けた準備工事等

を進める。 

 

民鉄線工事の小田急小田原線につい

ては、安全かつ着実な事業の推進のた

め、工程調整等関係機関の連携・調整を

図りながら、必要な予算確保等の処置を

講じ、工事完成予定時期を踏まえ、着実

に推進する。 

また、民鉄線の小田急小田原線の大

改良工事は、安全かつ着実な事業の推

進のため関係者との連携を図りなが

ら、必要な予算確保等の処置を講じ、

工事完成予定時期を踏まえ、着実に推

進する。 

３ ③ 鉄道建設業務に関する技術力を活 ③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用    

  



 

した受託業務等の支援 用した受託業務等の支援 

受託工事各線について、所定の工期内

で完成できるよう着実な進捗を図る。 

機構が有する総合的技術力、中立性

を活かして社会に貢献する観点から、

受託工事について、工事完成予定時期

を踏まえ、着実に推進する。受託調査

については、国土交通省の関連施策と

の連携を図りつつ、地方公共団体や鉄

道事業者等からの要請を踏まえ、鉄道

計画に関する調査の支援を実施する。

特に、三陸鉄道（北リアス線・南リア

ス線の復旧）については、平成２６年４

月の全線運行再開に向けて、鉄道事業者

等関係機関と連携・調整し、路盤工事、

軌道工事等を着実に推進するとともに、

各種設備監査等を実施する。山梨リニア

実験線については、平成２５年末の走行

試験開始に向け、関係機関と連携・調整

し、路盤工事、電気工事等を着実に推進

するとともに、各種設備監査等を実施す

る。 

なお、鉄道事業者から新たな工事の

受託要請があった場合は、外部有識者

からなる「鉄道工事受託審議委員会」

において審議し、同委員会の意見を踏

まえながら、受託の可否について決定

する。また、受託工事に係るコスト縮

減について、同委員会において随時検

証し、その結果をホームページ等で公

表する。 

また、鉄道事業者、地方公共団体等か

らの要請に対応し、鉄道整備の計画に関

する調査を実施する。 

なお、新たな工事の受託要請があった

場合は、外部有識者からなる「鉄道工事

受託審議委員会」において審議し、同委

員会の意見を踏まえながら、受託の可否

について決定する。 

さらに、大規模災害等の発生時にお

いてもこれまでの復旧・復興支援の経

験を活かし、国や地方公共団体等から

の要請があった場合は、その支援等に

積極的に取り組む。  

鉄道事業者、地方公共団体との情報交

換等の機会を捉え、鉄道施設の保全・改

修、交通計画策定等に関するニーズを把

握し、関係諸機関との連携強化を図りつ

つ、鉄道ホームドクター制度として、鉄

道構造物の補修等に係るアドバイス、地

域における交通計画の検討、分析、評価

等に資する機構の支援システム（ＧＲＡ

ＰＥ）を活用した支援等を適切かつきめ

細やかに実施する。 

また、機構がこれまでに培ってきた

鉄道分野の総合的な技術力を活用し

て、地域鉄道事業者等へ技術支援を実

施する。 

具体的には、「鉄道ホームドクター制

度」として、地域鉄道事業者等の要請

に応じて、その鉄道施設の保全・改修

等に係る技術的な事項について、適切

かつ極力きめ細やかに助言するととも

に、地域鉄道事業者、地方公共団体等

の要請に応じて、鉄道施設等に係る技

術的な情報の提供等、地域における交

 

 

  



 

 通計画の策定等に資する支援を実施す

る。  

さらに、地域鉄道に関係する諸機関と

緊密に連携して、このような機構の技術

的支援に係る情報を発信し、その一層の

利用を促進する。 

さらに、地域鉄道事業者、地方公共

団体及び国土交通省等の地域鉄道に係

わる諸機関と緊密に連携して、機構の

技術支援に係る情報を発信し、その一

層の利用を促進する。 

  ④ 鉄道建設に係る業務の質の向上に向

けた取組み 

４ ④ 鉄道建設に係る業務の質の向上に

向けた取組み 

工事の検査を充実させる対策を進め

るとともに、構造物の品質を確保しつ

つ、施工性、経済性の向上を図るため、

「ＰＣ連続箱形桁・ラーメン橋の配筋の

手引き」等の各種技術基準類の整備に係

る作業を進め、その内容について講習会

等を通じて関係者に周知・徹底する。 

良質な鉄道を建設するために、必要

に応じて技術基準類の整備と工事の検

査を充実させる対策を進め、品質管

理・施工監理について徹底を図るとと

もに、鉄道建設業務の遂行に必要な技

術力の向上及び承継のために、講習や

資格取得の支援等を通じて、持続的な

業務の質の向上に努める。 また、鉄道建設に必要な技術力の向上

及び承継のために、施工監理講習及び経

験年数を踏まえた段階的な技術系統別

の研修を実施するとともに、業務に関連

する技術士等の資格の取得を促進する。

また、これまでに蓄積してきた施工

経験を基に、各業務分野において事業

を推進する過程で必要となる調査、設

計、施工技術の開発・改良に係る技術

開発を推進し、その成果を鉄道建設業

務に活用するとともに、建設技術に係

る各種学会等へ積極的に参加して、そ

の発表会等を通じて公表していく。 

 
鉄道建設工事の進捗を踏まえ、技術開

発テーマの抽出から成果の活用に至る

まで一貫して推進するため、土木（トン

ネル、橋りょう、土構造）、軌道、機械、

建築、電気の業務分野ごとに設置してい

る分科会において、各路線に係るニーズ

に基づき計画的に技術開発を推進する。

また、その成果の一層の活用を図るた

め、技術開発が完了したテーマについて

継続的にフォローアップする。さらに、

土木学会等の委員会への積極的な参加

に加え、技術開発した成果をこれらの学

会等、本社における技術研究会及び支社

局における業務研究発表会を通じて公

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

表する。  

国の公共事業コスト構造改善の趣旨

を踏まえつつ、総合的なコスト構造改善

を推進するため、技術開発等により、一

層の鉄道建設コスト縮減に努めるとと

もに、コスト構造改善プロジェクトチー

ム会議を開催し、工事の計画・設計から

実施段階において、コスト縮減に資する

具体的施策を着実に実施する。また、鉄

道建設に係るコスト縮減の実施状況及

びその効果については、ホームページ等

において国民に分かりやすい形で公表

する。 

さらに、国の公共事業コスト構造改

善の趣旨を踏まえつつ、現在実施して

いる総合コスト構造改善策の効果を検

証した上で、技術開発等により、一層

の鉄道建設コスト縮減に努めるととも

に、コスト縮減の取組み・効果につい

ては、引き続きホームページ等国民に

分かりやすい形で公表する。 

 

 

 

 

工事関係事故防止に係る啓発活動に

ついては、発生した事故の種別や原因を

分析の上、事故防止対策委員会により審

議し、再発防止に資する事項を工事関係

事故防止の重点実施項目に盛込み、これ

らの取組状況を事故防止監査により確

認する。さらに、受注者に対する事故事

例等を用いた指導及び事故事例等に関

する情報の共有化等により安全意識の

向上を図る。 

また、工事発注機関として、過去に

発生した事故の種別や原因を分析し、

再発防止のため、重点実施項目を定め、

受注者に対する指導及び情報の共有化

を図ることにより、工事関係事故防止

に係る啓発活動の推進に努める。 

  ⑤ 我が国鉄道技術の海外展開に向けた

取組みに対する技術協力 

５ ⑤ 我が国鉄道技術の海外展開に向け

た取組みに対する技術協力 

国等が進める我が国鉄道技術の海外

展開に協力するため、国土交通省等の関

係機関との連携を図りつつ、海外への専

門家派遣や各国の研修員等の受入れを

実施し、海外鉄道プロジェクトへの技術

協力を実施する。特に、カリフォルニア

高速鉄道計画、ブラジル高速鉄道計画、

インド高速鉄道計画等、各国の高速鉄道

計画・構想に対する技術協力を国土交通

省等関係機関との緊密な連携の下で実

国等が進める我が国鉄道技術の海外

展開、及びそれに伴うコンサルティン

グ機能強化に向けた取組みに対し協力

する。具体的には、機構がこれまでに

培ってきた総合的な技術力や経験を活

用して、専門家派遣、各国の要人や研

修員受入れ等の人的支援を行う。 

 

 

 

 

  



 

施する。  

また、国が推進している鉄道技術の海

外展開に係るコンサルティング業務の

機能強化に向けた取組み及び鉄道分野

における国際規格への取組みに協力す

る。 

 

 

 

 

 

さらに、必要に応じて海外の鉄道建設

関係の機関等との技術交流を実施する。

さらに、機構が我が国公的機関の一

つとして実施する国際貢献として、必

要に応じて海外の鉄道建設関係の機関

等との技術的な交流等を実施する。 

  （２）鉄道施設の貸付・譲渡の業務等 ６ （２） 鉄道施設の貸付・譲渡の業務等

鉄道事業者に対し貸付又は譲渡した

鉄道施設の貸付料・譲渡代金の確実な回

収を図る。なお、償還期間の変更を実施

した事業者については平成２４年度決

算終了後経営状況等の把握をし、償還確

実性を検証する。 

整備新幹線事業として実施している

北陸新幹線（長野・金沢間）及び北海

道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）

について、それぞれの完成後、各営業

主体に対して貸付を行う。また、主要

幹線及び大都市交通線で国土交通大臣

が指定する貸付期間が経過した区間に

ついて、貸付している各鉄道事業者に

対して譲渡を行う。 

国土交通大臣が指定する貸付期間が

経過する武蔵野線（新松戸・府中本町

間）、根岸線（洋光台・大船間）及び京

葉線（塩浜操車場・東京貨物ターミナル

間）について、東日本旅客鉄道株式会社

に、伊勢線（南四日市・河原田間）につ

いて、東海旅客鉄道株式会社に、それぞ

れ譲渡を行い、その譲渡代金の確実な回

収を図る。 

鉄道事業者に対して貸付又は譲渡し

た鉄道施設について、機構の調達資金

を確実に返済・償還するため、毎年度、

事業者ごとに貸付料及び譲渡代金の回

収計画を設定し、その全額を確実に回

収する。なお、償還期間の変更を実施

した事業者については、毎年度決算終

了後経営状況等の把握を図り、償還確

実性を検証する。 

 

 

 

 

並行在来線への支援のための貨物調

整金について、特例業務勘定から建設勘

定への繰入れにより、国土交通大臣の承

認を受けた金額を日本貨物鉄道株式会

社に対して交付する。 

さらに、並行在来線への支援のため、

特例業務勘定から建設勘定への繰入れ

により、日本貨物鉄道株式会社に対し

て貨物調整金を交付する。 

７ （３） 鉄道助成業務 （３）鉄道助成業務    

  



 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務

等を誤処理なく適正に執行するとの観

点から、受払い確認を徹底するととも

に、標準処理期間（補助金等支払請求か

ら支払まで３０日以内、国の補助金受入

から給付まで７業務日以内）を遵守す

る。また、法令、国の定める基準に従い、

取扱要領等を必要に応じて見直すとと

もに、補助金等審査マニュアルに基づく

審査業務の効率的な執行を図る。 

機構は、交通インフラ・ネットワー

クの機能拡充・強化に資するため、整

備新幹線、都市鉄道・主要幹線鉄道等、

鉄道技術開発及び鉄道の安全・防災対

策に対する補助等による支援及び新幹

線譲渡代金、無利子貸付資金等の回収

を適正かつ効率的に実施していく。 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業

務等について、法令その他による基準

及び標準処理期間（補助金等支払請求

から支払まで３０日以内、国の補助金

の受入から給付まで７業務日以内）を

遵守しつつ、誤処理なく適正にかつ効

率的に執行する。また、「鉄道助成 

「鉄道助成業務の審査等に関する第

三者委員会」を年２回開催し、またこの

委員会からの改善意見を１年以内に業

務運営に反映させる。補助金等に係る審

査事例を収集・蓄積し、共有化すること

により審査ノウハウを継承するととも

に、職員のスキルアップを図るため、研

修計画（年１０回以上）に基づく研修等

を着実に実施する。これにより業務執行

に係る効率性の向上等、鉄道助成業務の

更なる充実強化を図る。 

業務の審査等に関する第三者委員会」

からの改善意見は１年以内に業務運営

に反映させること、及び審査ノウハウ

の承継、スキルアップのための職員研

修等を実施することにより、業務遂行

に係る効率性の向上等、鉄道助成業務

の更なる充実強化を図る。 

助成制度に対する鉄道事業者等の理

解促進を図るため、ガイドブック及びパ

ンフレットの作成配布、ホームページで

の公表、補助金勉強会・情報交換会の開

催等の周知活動を継続して実施すると

ともに、助成対象事業の効果的な実施に

資するため、鉄道事業者等からの要望を

踏まえ、技術情報等を収集し、提供する。

また、助成制度に対する鉄道事業者

等の理解促進を図るための周知活動を

行うとともに、助成対象事業の効果的

な実施を支援するための技術情報等を

収集・提供する。 

さらに、新幹線譲渡代金、無利子貸

付資金等について約定等に基づく確実

な回収を図り、既設四新幹線に係る債

務等について約定等に沿った償還を行

う。 

新幹線譲渡代金（平成２５年度回収見

込額４，３１８億円）、無利子貸付資金

等（平成２５年度回収見込額２４８億

円）について、約定等に基づく確実な回

収を図るとともに、既設四新幹線に係る

債務等について、約定等に沿った償還

  



 

（平成２５年度約定償還額２，４３２億

円）を行う。 

  （４）船舶共有建造等業務 ８ （４） 船舶共有建造等業務 

 内航海運は、我が国の経済活動にと

って必要不可欠であるとともに、環境

にやさしく効率的な輸送機関である。

他方で、船舶の老朽化が進んでいるこ

とから、中小事業者が多数を占める内

航海運事業者の船舶の老朽化に対応

し、輸送効率や運航コストを向上させ

る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 そのため、船舶共有建造業務により、

国内海運政策の実現に寄与する船舶へ

の代替建造を促進する。 

 

 

  

① 船舶共有建造業務を通じた政策効果

のより高い船舶の代替建造促進 

① 船舶共有建造業務を通じた政策効

果のより高い船舶の代替建造促進 

代替建造の促進については、環境対

策、物流の効率化、少子高齢化対策や離

島航路の整備対策等の国内海運政策の

実現に寄与するために政策意義の高い

船舶の建造を推進する。 

代替建造の促進については、環境対

策、物流の効率化、少子高齢化対策や

離島航路の整備対策等の国内海運政策

の実現に寄与するために政策意義の高

い船舶の建造を推進する。 

 

特に、物流効率化、環境負荷低減等に

資するため、環境にやさしい船舶（スー

パーエコシップ、先進二酸化炭素低減化

船、高度二酸化炭素低減化船、フルダブ

ルハルタンカー（海洋汚染防止対策船）

等）については、政策効果のより高い船

舶の建造隻数比率を９０％以上とする。

特に、物流効率化、環境負荷低減等

に資するため、環境にやさしい船舶（ス

ーパーエコシップ、先進二酸化炭素低

減化船、高度二酸化炭素低減化船、フ

ルダブルハルタンカー（海洋汚染防止

対策船）等）については、政策効果の

より高い船舶の建造隻数比率を中期目

標期間中において９０％以上とする。 また、海運事業者や荷主に対し、スー

パーエコシップをはじめとする環境に

やさしい船舶について、セミナー等を通

じて効果・利点をわかりやすく適切に周

知･説明するとともに、その船型、構造

上の先進性、特殊性にかんがみ、設計段

また、海運事業者や荷主に対し、ス

ーパーエコシップをはじめとする環境

にやさしい船舶について、効果・利点

をわかりやすく適切に周知･説明する

とともに、その船型、構造上の先進性、

  



 

特殊性にかんがみ、設計に伴う技術的

な支援等を重点的に行うよう努める。

階から技術支援を重点的に行う。 

  ② 船舶建造等における技術支援 ９ ② 船舶建造等における技術支援 

計画・設計・建造段階での技術支援を

的確に実施するとともに、就航後の技術

支援の充実を図る。特に、スーパーエコ

シップ、先進二酸化炭素低減化船、技術

力の乏しい自治体等が建造する旅客船

については、重点的に技術支援を行う。

上記の国内海運政策の課題に対応す

るとともに、航路や輸送ニーズに適合

する船舶、より経済性の高い船舶、旅

客の快適性や労働環境により配慮した

船舶の建造に資するため、計画・設計・

建造の各段階、さらには就航後の技術

支援の充実を図る。  事業者・有識者の意見をもとに選定し

た技術調査を実施する。また、技術支援

に係る研修、外部技術者との人事交流を

実施することにより技術支援に係る職

員の技術・ノウハウを蓄積していくとと

もに、業務の効率化等を図るため技術支

援マニュアルを見直す。 

このため、内航海運の諸課題、事業

者のニーズや社会的要請等に対応する

ための技術調査を実施するほか、技術

に係る研修、交流、マニュアルの充実

等により、技術支援に係わる職員の技

術力の維持・向上、ノウハウの体系的

な蓄積と承継を図る。 

  ③ 高度船舶技術の実用化の促進 １０ ③ 高度船舶技術の実用化の促進 

事業者等へのヒアリングを踏まえて

設定したテーマである「環境負荷低減、

熟練船員の減少に対応した航行の安全

確保等内航海運の効率化に関し、既存技

術と比較して性能又は品質の著しい向

上に資する新技術」について助成対象事

業を公募し、実用化された場合の波及効

果を踏まえて選考した事業に対し、助成

を行うことにより、高度船舶技術の実用

化の促進を図る。また、事業者等へのヒ

アリングを随時実施し、最新のニーズ及

び技術開発動向を的確に捉えた平成２

６年度実用化助成のための募集テーマ

を設定する。ホームページに募集要領を

掲載する等、事業者に対する説明の充実

を図るほか、制度概要等に関する事業者

への説明・相談会等を随時実施する。 

内航船舶の輸送効率化に資すること

に配慮しつつ、環境負荷低減等の内航

海運の政策目的に沿い、かつ、事業者

等へのヒアリングによりニーズ及び技

術開発動向を的確に捉えた募集テーマ

を設定し、実用化された場合の波及効

果を踏まえて選考した事業に対し、助

成を行うことにより、高度船舶技術の

実用化の促進を図る。また、事業者へ

の説明・相談会等を随時実施する。 

 

助成対象事業の選考・評価等に際し

ては、客観性及び透明性を確保するた

め、当該事業の事業計画及び実施結果

について外部有識者から評価を受ける

とともに、助成対象者、助成の成果等

を公表する。 

  



 

助成対象事業の選考・評価等に際し、

外部有識者で構成された高度船舶技術

審査委員会において、助成対象事業の事

業計画及び実施結果の評価を行うとと

もに、助成対象者、助成の成果等をホー

ムページ等で公表する。 

  ④ 船舶共有建造業務における財務内容

の改善 

１１ ④ 船舶共有建造業務における財務内

容の改善 

「内航海運効率化のための鉄道建

設・運輸施設整備支援機構船舶勘定見直

し方針」（平成１６年１２月２０日国土

交通省及び鉄道建設・運輸施設整備支援

機構）に基づく取組みを引き続き行い、

適正かつ厳格な審査実施による新規未

収金の発生防止に努めるとともに、オペ

レーターへの関与要請、経営悪化事業者

への経営改善指導、未収発生事業者への

支払増額要請等、きめ細かな債権管理に

よる回収の強化を図る。 

船舶共有建造業務については、「内

航海運効率化のための鉄道建設・運輸

施設整備支援機構船舶勘定見直し方

針」（平成１６年１２月２０日国土交

通省及び鉄道建設・運輸施設整備支援

機構）に基づく、平成１７年度から２

１年度までの重点集中改革期間におけ

る未収金の発生防止、債権管理及び回

収の強化等の取組みを引き続き行い、

財務内容の一層の改善を進める。 

平成２８年度までのできる限り早い

時期に未収金の回収、未収金残高に相

当する引当金の計上等をすることによ

り第１期中期目標に掲げられた未収金

の処理を終了する。その後も引き続き、

船舶共有建造業務の実施に当たり、未

収金の発生防止・回収促進等を図るた

めの措置を講ずることにより、中期目

標の期間における未収発生率を１．

３％以下、当該期間終了時に未収金残

高を３１億円以下とする。 

第１期中期目標に掲げられた未収金

の処理を、平成２８年度までのできる限

り早い時期に終了させるため、これらの

未収金の回収、未収金残高に相当する引

当金の計上等を進める。 

 

中期目標における目標値である未収

発生率１．３％以下、中期目標期間終了

時の未収金残高３１億円以下を達成す

るため、未収金の発生防止・回収促進等

を図るための措置を講ずる。 

また、適正な事業金利の設定及び政策

課題の実行等に留意しつつ財務改善策

を一層推進する。このため、未収金の発

生防止・回収促進等を図ることに加え、

繰越欠損金の発生要因等を分析した上

で、その解消に向けた具体的な中期目標

また、適正な事業金利の設定及び政

策課題の実行等に留意しつつ財務改善

策を一層推進する。このため、未収金

の発生防止・回収促進等を図ることに

加え、繰越欠損金の発生要因等を分析

した上で、その解消に向けた具体的な

  



 

期間中の削減計画を平成２５年度ので

きるだけ早い時期に策定し、実行するこ

とにより、その縮減を図る。 

中期目標期間中の削減計画を平成２５

年度のできるだけ早い時期に策定し、

実行することにより、その縮減を図る。

海事勘定における財務改善の状況に

ついては、特に、繰越欠損金について、

その要因を含めホームページ及び業務

実績報告書において国民にわかりやす

く公表する。 

さらに、海事勘定における財務改善

の状況については、特に、繰越欠損金

について、事業年度ごとにその要因を

含めホームページ等において国民にわ

かりやすく公表する。 

  （５）特例業務（国鉄清算業務） １２ （５）特例業務（国鉄清算業務） 

  

① 年金費用等の支払及び資産処分の円

滑な実施等 

① 年金費用等の支払及び資産処分の

円滑な実施等 

旧国鉄職員の恩給及び年金の給付に

要する費用、旧国鉄時代に発生した業務

災害に係る業務災害補償費等について

は、適切な資金管理を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実施する。 

旧国鉄職員の恩給及び年金の給付に

要する費用、旧国鉄時代に発生した業

務災害に係る業務災害補償費等の各年

度における必要負担額については、適

切な資金管理を行いつつ、円滑かつ確

実に支払を実施する。 また、都市計画事業の工程等によりや

むを得ず処分できていない残存の土地

については、処分の見通しを得るため、

関係機関との協議・調整を進める。さら

に、梅田貨物駅機能の移転が終了したこ

とから、梅田駅（北）更地化のための基

盤整備工事を着実に進める。 

また、土地処分については、都市計

画事業の工程等によりやむを得ず処分

できていない限られた物件を除き、終

了しているところであるが、残存の土

地についても、適切かつ早期に処分を

図る。 

 

なお、北海道旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式会

社及び日本貨物鉄道株式会社（以下「旅

客鉄道株式会社等」という。）の株式に

ついては、国等の関係機関と連携を図り

つつ、各社の今後の経営状況の推移等を

見極めながら、適切な処分方法の検討等

を行う。 

なお、北海道旅客鉄道株式会社、四

国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株

式会社及び日本貨物鉄道株式会社（以

下「旅客鉄道株式会社等」という。）

の株式については、国等の関係機関と

連携を図りつつ、各社の今後の経営状

況の推移等を見極めながら、適切な処

分方法の検討等を行う。 

② 旅客鉄道株式会社等の経営自立のた

めの措置等 

  １３ ② 旅客鉄道株式会社等の経営自立の

ための措置等  

旅客鉄道株式会社等に対し、以下の支旅客鉄道株式会社等に対し、老朽化

  



 

援措置を実施する。 した鉄道施設等の更新その他会社の経

営基盤の強化に必要な鉄道施設等の整

備に必要な資金に充てるための無利子

の資金の貸付け又は助成金の交付等

（以下「貸付け等」という。）を実施

する。また、貸付け等に当たっては、

適切な資金管理を行いつつ、法令その

他の基準を遵守するとともに、旅客鉄

道株式会社等のモラルハザードを防止

し、誤処理なく適正にかつ効率的に実

施する。 

・老朽化した鉄道施設等の更新その他

会社の経営基盤の強化に必要な鉄

道施設等の整備に必要な資金に充

てるための無利子の資金の貸付け

又は助成金の交付 

・北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅

客鉄道株式会社に対して発行した

鉄道建設・運輸施設整備支援機構特

別債券について、国土交通大臣が定

める利率に基づく利子の支払 

また、無利子の資金の貸付け若しくは

助成金の交付又は利子の支払に当たっ

ては、適切な資金管理を行いつつ、法令

その他の基準を遵守するとともに、旅客

鉄道株式会社等のモラルハザードを防

止し、誤処理なく適正にかつ効率的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、並行在来線の支援のための貨物

調整金に要する費用に充てるため、特例

業務勘定に係る業務の運営に支障のな

い範囲内の金額として国土交通大臣の

承認を受けた金額について、特例業務勘

定から建設勘定への繰入れを実施する。

なお、並行在来線の支援のための貨

物調整金に要する費用に充てるため、

特例業務勘定から建設勘定への繰入れ

を実施する。 

  （６）機構の業務の適切な実施のための

取組み 

１４ （６） 機構の業務の適切な実施のため

の取組み 

国の動向や他の独立行政法人の取組

みを踏まえつつ、理事長を委員長とする

内部統制委員会を中心に、機構のミッシ

ョンや中期目標の達成を阻害する要因

（リスク）の把握・対応を行うほか、研

修や説明会の開催等を通じて、内部統制

の充実・強化を図る。 

国の動向や他の独立行政法人の取組

みを踏まえつつ、理事長を委員長とす

る内部統制委員会を中心に、機構のミ

ッションや中期目標の達成を阻害する

要因（リスク）の把握・対応を行うな

ど、内部統制の充実・強化を図る。 

 

 

また、「国民を守る情報セキュリティ

戦略」等の政府の方針を踏まえ、新規業

また、「国民を守る情報セキュリテ

ィ戦略」等の政府の方針を踏まえ、情

  



 

務従事者等に対する研修、情報セキュリ

ティ管理者等による自己点検及び情報

セキュリティ監査責任者による監査を

行うなど、情報セキュリティ対策を推進

する。 

報セキュリティに関する研修・自己点

検を行うなど、情報セキュリティ対策

を推進する。 

 

 

主な業務の実施状況、役職員の給与水

準、入札結果や契約の情報、財務の状況

等について、ホームページ等においてわ

かりやすい形で公表する。 

さらに、業務の透明性の確保と対外

的な情報提供を推進するため、主な業

務の実施状況、役職員の給与水準、入

札結果や契約の情報、財務の状況等に

ついて、ホームページ等においてわか

りやすい形で公表する。 

 

 

業務の実施に当たって、外部有識者で

構成された第三者委員会における意見

等を踏まえ、これを適切に実際の業務運

営等に反映させるなど外部の知見の積

極的な活用を図る。 

業務の実施に当たって、第三者委員

会を適切に活用するなど外部の知見の

積極的な活用を図る。 

 

 

機構が果たしている役割、業務につい

て国民の理解を促進するため、ホームペ

ージを引き続き充実させる。また、ＰＲ

用ＤＶＤや広報誌を通じたよりわかり

やすい広報活動を着実に行うとともに、

機構業務全般のパンフレットについて

事業の実施状況に合わせた見直し作業

を進める。さらに、イベント、現場見学

会等の機会を通じて、国民に対する情報

発信を積極的に進める。 

機構が果たしている役割、業務につ

いて国民の理解を促進するため、ホー

ムページや広報誌を通じた広報はもと

より、イベント、現場見学会等の機会

を通じて、業務内容等の情報提供に努

める。 

 

 

 

 

機構で定める「環境行動計画」に基づ

き、温室効果ガス（ＣＯ２）排出量の削

減に向けたオフィス活動における取組

みのほか、各業務における環境負荷の低

減に係る取組みを着実に推進する。 

また、業務の実施に際しての環境負

荷を低減するため、機構で定める「環

境行動計画」に基づき、温室効果ガス

（ＣＯ２）排出量の削減に向けたオフ

ィス活動における取組みのほか、職員

の環境意識の向上に資する研修等の実

施、建設工事等により発生する建設廃

棄物のリサイクルやグリーン調達等の

取組みを強化する。また、これらの取

また、職員の環境意識の向上等を目的

とした研修を実施するとともに、建設工

事等により発生する建設廃棄物のリサ

イクル及びグリーン調達等の取組みを

  



 

組みの状況や成果を盛り込んだ「環境

報告書」を毎年作成し、公表する。 

実施する。 

機構の環境対策への取組状況や成果

を盛り込んだ「環境報告書２０１３」を

作成し、ホームページ等を活用して、公

表する。 

  ２．業務運営の効率化に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１５ ２．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

  

（１）組織の見直し （１） 組織の見直し 

平成２５年度における組織体制につ

いては、業務の進捗等に対応した合理

的、機動的な組織の編成、運営の効率化

等を図る。 

業務の質的・量的な変化を適切に把

握して、組織見直しに関する具体的な

計画を策定し、弾力的な組織の編成、

運営の効率化等を図る。  

なお、国鉄清算事業西日本支社吹田

事務所については、吹田貨物ターミナ

ル駅開業後における残業務の状況を見

極めた上で、中期目標期間中に廃止す

る。あわせて、国鉄清算事業西日本支

社については、業務の進捗状況を踏ま

え、人員の合理化を進める。 

  （２）経費・事業費の削減 １６ （２） 経費・事業費の削減 

一般管理費については、平成２９年度

において平成２４年度比で１５％程度

に相当する額の削減を目指し、抑制を図

る。 

一般管理費については、業務量に対

応した合理的、機動的な組織の再編、

効率性の高い業務運営等を行うことに

より、中期目標期間の最終年度（平成

２９年度）において、前中期目標期間

の最終年度(平成２４年度)比で１５％

程度に相当する額を削減する。 

また、給与水準については、国家公務

員の給与水準も十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方について厳しく検

証した上で、目標水準・目標期限を設定

してその適正化に計画的に取り組むと

ともに、その検証結果及び取組状況を公

表する。 

 

また、給与水準については、国家公

務員の給与水準も十分考慮し、手当を

含め役職員給与の在り方について厳し

く検証した上で、目標水準・目標期限

を設定してその適正化に計画的に取り

組むとともに、その検証結果及び取組

状況を公表する。 

なお、総人件費についても、政府にお

ける総人件費削減の取組みを踏まえ、厳

しく見直す。 

  



 

さらに、事業費については、平成２９

年度において平成２４年度比で５％程

度に相当する額の削減を目指し、１．

（１）④中の鉄道建設コストの縮減に係

る取組みや契約方式の改善等の各種効

率化を実施する。 

なお、総人件費についても、政府に

おける総人件費削減の取組みを踏ま

え、厳しく見直す。 

さらに、事業費については、１．（１）

④中の鉄道建設コストの縮減に係る取

組みや契約方式の改善等を通じて事業

の効率化を推進することにより、中期

目標期間の最終年度（平成２９年度）

において、前中期目標期間の最終年度

(平成２４年度)比で５％程度に相当す

る額を削減する。 

 

 

 

 

 

内航海運活性化融資業務については、

中期目標を達成することができるよう、

貸付金の規模も踏まえ、同融資業務を取

り巻く環境等を勘案しつつ、各職員の担

務の見直し等業務運営の効率化を図る。

上記に加え、内航海運活性化融資業

務については、貸付金の規模も踏まえ、

同融資業務を取り巻く環境等を勘案し

つつ、業務運営の効率化を図り、国に

おいて将来の輸送量、船腹量の推計に

基づき策定・公表されている資金管理

計画（以下、「資金管理計画」とい 

う。）を基に、中期目標期間中に同融

資業務に係る職員を１人、契約職員を

４人、経費についてもこれらに応じて

削減を行う。 

  （３）随意契約の見直し等 １７ （３） 随意契約の見直し等 

契約の透明性、競争性を確保する観点

から、引き続き、「随意契約等見直し計

画」を着実に実施するとともに、契約監

視委員会での意見を踏まえつつ、一者応

札・一者応募となっている案件について

は、契約条件等の更なる見直しを行い、

一層の競争性の確保に努める。また、入

札・契約の適正な実施について、契約監

視委員会等のチェックを受ける。 

契約の透明性、競争性を確保する観

点から、引き続き、「随意契約等見直

し計画」を着実に実施するとともに、

一者応札・一者応募となっている案件

については、契約条件等の更なる見直

しを行い、一層の競争性の確保に努め、

改善状況をフォローアップし、公表す

 

る。また、入札・契約の適正な実施に

ついて、監事監査及び契約監視委員会

等のチェックを受ける。  

なお、公正取引委員会からの改善措置

要求（平成２４年１０月１７日）を受け

なお、公正取引委員会からの改善措

置要求（平成２４年１０月１７日）を

  



 

た国土交通省の入札談合に係る再発防

止対策の検討状況を踏まえつつ、必要に

応じ、コンプライアンスの推進、入札契

約手続の見直し等を検証する。 

受けた国土交通省の入札談合に係る再

発防止対策の検討状況を踏まえつつ、

必要に応じ、コンプライアンスの推進、

入札契約手続の見直し等を実施し、入

札談合等に関与する行為の防止対策を

徹底する。 

  （４）資産の有効活用 １８ （４） 資産の有効活用 

宿舎、寮の集約化のため、こずかた寮、

保土ヶ谷寮及び宿舎不用地（行田宿舎用

宿舎等の保有資産について、「５．

重要な財産の譲渡等に関する計画」に

従って、資産の処分及び集約化を図る

ほか、資産の効率的な活用を図る。 

地の一部）については売却手続きを進め

る。 

  

（５．重要な財産の譲渡等に関する

計画 

こずかた寮、保土ヶ谷寮及び宿舎不

用地（行田宿舎用地の一部）を平成２

５年度以降に売却する。） 

  ３．予算、収支計画及び資金計画 １９ ３．予算、収支計画及び資金計画 

  

（１） 予算、収支計画及び資金計画（別

紙） 

（１） 予算、収支計画及び資金計画（別

紙）  

毎年の運営費交付金額の算定につい

ては、運営費交付金債務残高の発生状

況にも留意した上で、厳格に行う。 

  （２）財務内容の改善（円滑な資金調達

と確実な貸付金の回収） 

２０ （２） 財務内容の改善（円滑な資金調

達と確実な貸付金の回収） 

資金調達に当たっては、資金計画を策

定し、資金の一元管理を通じ、勘定間融

通を含めた短期資金及び多様な長期資

金（シンジケートローン及び財投機関債

等）を併用した柔軟かつ効率的な資金調

達を行うことにより、資金調達コストの

抑制を図る。 

資金調達に当たっては、毎年度の資

金計画を策定し、資金の一元管理を通

じ、短期資金及び長期資金の併用等に

よる柔軟かつ効率的な資金調達を行う

ことにより、調達コストの抑制を図る。

 

船舶の改造に係る貸付金について

は、毎年度回収計画を策定し、確実な

回収を図るとともに、内航海運活性化

融資業務については、資金管理計画を

また、投資家層の拡大等による安定的

な資金調達を目的として、投資家に対す

  



 

る継続的なＩＲ活動を実施する。 基に、調達する借入金が前年度以下と

なるように、新規の融資及び貸付金の

回収を適切に行う。 

船舶の改造に係る貸付金については、

回収計画を策定し、確実な回収を図ると

ともに、内航海運活性化融資業務につい

ては、資金管理計画を基に、調達する借

入金が前年度以下となるように、新規の

融資及び貸付金の回収を適切に行う。 

  ４．短期借入金の限度額 ２１ ４．短期借入金の限度額 

平成２５年度における一時的な資金

不足等に対応するための短期借入金の

限度額は、２６０,０００百万円とする。

年度内における一時的な資金不足等

に対応するための短期借入金の限度額

は、２６０，０００百万円とする。 

 

    （「５．重要な財産の譲渡等に関する

計画」は、「２．（４） 資産の有効活

用と同様の内容」であるため、番号１

８の欄に記載） 

 

  ５．剰余金の使途  ６．剰余金の使途 

高度船舶技術に係る実用化助成業務

の充実 

高度船舶技術に係る実用化助成業務

の充実  

建設勘定における管理用施設（宿舎に

限る。）の改修 

建設勘定における管理用施設（宿舎

に限る。）の改修 

  ６．その他業務運営に関する重要事項 ２２ ７．その他業務運営に関する重要事項

  

（１）人事に関する計画 （１） 人事に関する計画 

事業規模、事業内容等業務の実情に応

じて必要な人材を確保するとともに、業

務量が増加した繁忙部門に必要な人員

を重点的に配置する等、人員の適正配置

と重点的な運用を行う。 

事業規模、事業内容等業務の実情に

応じて必要な人材を確保するととも

に、各業務の進捗に対応するべく、人

員の適正配置と重点的な運用を行う。

 

  （２）独立行政法人鉄道建設・運輸施設

整備支援機構法（平成１４年法律第１８

０号）第１８条第１項の規定により繰り

越された積立金（同条第６項の規定によ

り第１項の規定を準用する場合を含

む。）の使途 

 （２） 独立行政法人鉄道建設・運輸施

設整備支援機構法（平成１４年法律第

１８０号。以下「機構法」という。）

第１８条第１項の規定により繰り越さ

れた積立金（同条第６項の規定により

第１項の規定を準用する場合を含む。）

 

 

  



 

  

の使途 

・建設勘定 

過去に会社整理及び施設譲渡が行わ

れた譲渡線並びに貸付料の回収が一部

行われなかった貸付線に係る繰越欠損

金であって、機構法附則第２条第４項

の規定により機構への承継時に資本剰

余金と相殺されたものを補填するため

の業務 

・助成勘定 

建設勘定に対する新幹線鉄道に係る

鉄道施設の建設のための資金繰入並び

に特例業務勘定に対する債務の償還及

び利子の支払いのための繰入に関する

業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・助成勘定 

建設勘定に対する新幹線鉄道に係る

鉄道施設の建設のための資金繰入並び

に特例業務勘定に対する債務の償還及

び利子の支払いのための繰入に関する

業務 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 
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